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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 千住大橋防災船着場の整備について 

所管部課名 都市建設部企画調整課 

内   容 

千住大橋防災船着場については、国と都の補助金を活用し令和２年度か

ら整備を進める予定であったが、国庫補助金の交付要件である国の要綱が

変更となり新たな対応が必要となったので、以下のとおり報告する。 

 

１ 補助金活用のために新たに必要となる事項 

（１）「かわまちづくり計画」の作成 

「かわまちづくり支援制度実施要綱（国）」を活用するには、「か

わまちづくり計画」が必要である。 

これまでは、東京都の「かわまちづくり計画」を根拠として防災船

着場の整備が可能であったが、要綱が改正され、足立区が独自の「か

わまちづくり計画」を作成することが補助金の交付要件となった。 

（２）対象事項の検討                   

   補助金の交付対象事業の総事業費は３億円以上である。 

区が作成する「かわまちづくり計画」には、千住大橋防災船着場整

備事業（２億円程度）だけではなく、次に優先度の高い都市農業公園

防災船着場を加えるなどの検討を進める必要が生じた。 

   ※位置図（別紙参照 Ｐ２） 

２ 今後の進め方 

（１）「かわまちづくり計画」の作成 

   令和元年度から令和２年度にかけて、足立区の「かわまちづくり 

  計画」の作成を目指す。 

（２）千住大橋防災船着場の整備予定 

   令和２年度 国庫補助金の要望 

令和３年度 整備工事 

問 題 点 

今後の方針 

１ 補助金交付の窓口である東京都と協議しながら、補助金が確実に獲得 

できるよう計画を作成する。 

２ 地元に整備スケジュールが遅れる旨、丁寧に説明する。 
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● 設置済 
 

●● 未設置の防災船着場 
 
・ 国に設置を要望している防災船着場 

➊ ● 千住防災船着場 

❷ ● 扇防災船着場 

 

・  足立区が設置することとしている防災船着場 

① ● 千住大橋防災船着場 

  緊急輸送道路である国道四号線からの 

アクセスがよいため、優先順位が高い。 

② ● 都市農業公園防災船着場 

隣接する博慈会記念総合病院が区内唯一 

の河川からの輸送可能な災害拠点病院であ 

るため、優先順位が高い。 

③ ● 千住桜木防災船着場 

④ ● 西新井橋防災船着場 

⑤ ● 宮城二丁目公園防災船着場 

 

○＋ 災害拠点病院 

○＋苑田第一病院 

○＋博慈会記念総合病院 

○＋西新井病院 

○＋東京女子医科大学東医療センター 

○＋東京都保健医療公社東部地域病院 

2km 

位置図 

都市農業公園防災船着場 

千住大橋防災船着場 

別   紙 

 

①  

②  

③  

④  

⑤  

❶
❷
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 
足立区ユニバーサルデザイン推進計画の改定に関するパブリックコメント実

施について 

所管部課名 都市建設部都市計画課 ユニバーサルデザイン担当課 

内   容 

 足立区ユニバーサルデザイン推進計画（以下「推進計画」という。）の改

定に関するパブリックコメントを実施するため、以下のとおり報告する。 

 

１ 改定理由 

  現行の推進計画は、平成２６年８月の施行から５年が経過し、社会情勢 

や新たな行政課題に対応する必要性が生じたため。 

  

２ 足立区ユニバーサルデザイン推進計画（改定案）について 

  （別添資料１及び２） 

（１）ユニバーサルデザインのまちづくりの将来像と基本方針 

（２）区が実施するユニバーサルデザインの個別事業 

 

３ パブリックコメントの実施について 

（１）募集期間 

   令和元年９月２日（月）～１０月２日（水） 

（２）周知方法及び閲覧配布 

  ア あだち広報８月２５日号による告知及び区ＨＰ、ＳＮＳによる周知 

  イ 都市計画課窓口にて資料を閲覧、配布するとともに、区民事務所、 

中央図書館、区政情報課、政策経営課でも資料を閲覧、配布する。 

 

４ 今後の予定 

年  月 内  容 

令和元年 9月 推進計画（改定案）の概要を公表 

パブリックコメントの募集（31日間） 

      11月 上記意見に対する区の考え方を建設委員会へ報告 

    11月 足立区ユニバーサルデザイン推進会議へ報告 

      12月 推進計画（改定版）の公表 
 

問 題 点 

今後の方針 

 パブリックコメントやユニバーサルデザイン推進会議での意見を踏まえ、 

区の考え方をまとめた後、推進計画（改定版）の公表を行う。 
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 花畑川環境整備基本計画地元説明会の開催結果について 

所管部課名 道路整備室工事課 

内   容 

花畑川環境整備基本計画について、地元説明会（第４回）を開催したの

で、以下のとおり報告する。 

 

１ 説明会概要 

（１）開催日時 令和元年７月３０日（火） 

 午後７時～午後８時 

（２）開催場所 佐野地域学習センター レクリエーションホール 

（３）参 加 者 ２５名 

 

２ 説明内容（別紙参照 Ｐ６～１１） 

（１）散策路のイメージ（Ｐ７参照） 

   園路幅３ｍ、植樹帯３ｍ、護岸１ｍ、緩衝帯１ｍの計８ｍ 

（２）水面幅（Ｐ９参照） 

   現状の約３３ｍから、散策路幅８ｍ×２（両岸）を引いた１７ｍ 

（３）護岸勾配（Ｐ９参照） 

   干潮時の水面幅をできるだけ確保するため勾配１：０．５を標準 

（４）水質改善（Ｐ１０参照） 

   川の水量を減らし、水の滞留時間を短くする。 

 

３ 主な質疑 

  Ｑ１：水門幅が変わるからといって、川幅が変わるのはおかしい。 

  Ａ１：安全に通行できる散策路の確保、桜の根上がりを考慮して川幅

を決めている。 

Ｑ２：川としてどのような役割を持つのか。 

  Ａ２：舟運の役割が終了しているため、誰もが水に親しむ空間として

の役割づくりをしていく。 

Ｑ３：散策路を造り桜を植えることは大切である。地元の意見を優先 

して欲しい。 

  Ａ３：地元の意見を大切にして、この案で整備を進めていきたい。 
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４ 今後の予定 

年  月 内  容 

平成31年4月 

～令和2年2月 
第1期詳細設計 

令和2年3月 第5回地元説明会 

令和2年度以降 第1期工事着手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

問 題 点 

今後の方針 

地域住民の意見をできる限り反映させ、令和２年度の工事着手及び令和

１２年度の全体完成を目指していく。 
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件 名 屋外防犯カメラのネットワーク化について 

所管部課名 道路整備室防犯設備課  

内   容 

屋外防犯カメラのネットワーク化について、以下のとおり報告する。 

 

１ 令和元年度ネットワーク化のスケジュール（予定） 

年 月 作  業  内  容 

令和元年8月 ネットワークシステム試験稼働 

カメラのシステム試験接続 

平成30年度設置分 73台 

9月初旬～ ネットワークシステム本稼働 

令和2年3月 カメラのシステム接続 

平成30年度設置分 73台 

令和元年度設置分  208台 

（新設 110台、更新98台） 

       合計 281台 

 

２ ネットワーク化３か年計画（予定） 

年 度 
ネットワーク対応

カメラ台数 
累計台数 

令和元年度 281台 281台 

令和2年度 386台 667台 

令和3年度 386台 1,053台 

 

３ 屋外防犯カメラネットワーク化台数の推移（予定） 

  （別紙参照 Ｐ１３） 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

ネットワーク対応カメラの設置を進め、計画どおりネットワーク化が

達成できるよう事業実施していく。 
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

  令和元年８月２２日 

件   名 第３回緑の基本計画改定審議会の開催結果について 

所管部課名 みどりと公園推進室みどり推進課  

内   容 

第３回緑の基本計画改定審議会（以下「審議会」という。）を開催した

ので、以下のとおり報告する。 

 

１ 開催概要  

（１）日 時 令和元年７月１９日（金）午前１０時～正午 

（２）場 所 足立区役所 中央館８階 特別会議室 

（３）出席者 委員１９名中１７名（委員名簿は別紙１参照 Ｐ１６） 

 

２ 議事 

（１）第三次緑の基本計画 計画の構成図（案）（別紙２参照 Ｐ１７） 

緑の将来像（案）を具現化する、２本の柱の施策群を説明 

（２）第三次緑の基本計画 計画の体系（案）（別紙３参照 Ｐ１８） 

施策群に付随する施策の展開案と目標や指標例案を提示 

 

３ 報告 

（１）「東京が新たに進めるみどりの取組（概要）」(別紙４参照 Ｐ１９) 

   「東京の緑を、総量としてこれ以上減らさない」ことを目標とした取

組みについて、４つの方針と主要施策を説明 

（２）江戸川区における街路樹の管理及び保存樹木への支援に関するヒア

リング結果 

 

４ 主な意見 

（１）議事について 

ア 緑の基本計画は行政だけの計画ではない。計画の内容が区民に伝

わり、緑の目標値が共有されることが大切である。 

イ 区民の生活と緑がどのように関わりを持つべきなのか、イメージ

図などを使って視覚的に表現したほうが、より具体的になって、わ

かりやすいのではないか。 

ウ 緑を育むには、区民の主体的な活動が必要である。区民と共に考

えあう場をつくることが重要である。 

エ 構成図（案）柱２の施策群は、区全体と対象別が相互に関連して

くる。つながりがわかるようにレイアウトの工夫が必要ではないか。 
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オ 都市防災などの視点から、グリーンインフラ（緑の価値や効果）

の活用や育成を示し、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：エネルギー

やまちづくり、みどりなど）の視点も取り入れてほしい。 

（２）報告事項について 

  ア 生産緑地について、東京都ではなく足立区の方針があれば教えて

ほしい。 

  イ 街路樹指針を作っても、費用が足りないと良い管理はできないの

ではないか。 

  ウ 街路樹をどう管理していくかが重要であり、夏の暑さを軽減でき

るような役割もある。 

 

５ 今後の予定 

年  月 内    容 

令和元年 9月10日 第3回 緑を育むひと・くらし部会 

令和元年10月28日 第4回 緑の基本計画改定審議会 

令和元年11月19日 第5回 緑の基本計画改定審議会 

令和元年12月24日 第6回 緑の基本計画改定審議会（答申） 

令和2年1～2月頃 パブリックコメント 

令和2年3月頃 第三次 足立区緑の基本計画 改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

問 題 点 

今後の方針 

１  第４回審議会では、各専門部会からの意見の取りまとめと基本計画へ

の反映（記載等）について、議論や確認をしていただく予定である。 

２ ８月１９日開催の第３回緑を創り守るまちづくり部会及び第３回緑を

育むひと・くらし部会については、次回の建設委員会で報告する。 
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  足立区緑の基本計画改定審議会 委員等名簿 
令和元年６月現在 

種別 区分 役 職 名 氏 名 

会長 学経 東京農業大学地域環境科学部造園科学科教授 鈴木
す ず き

 誠
まこと

 

副会長 学経 株 式 会 社 チ ー ム ネ ッ ト 代 表 取 締 役 
都 留 文 科 大 学 文 学 部 社 会 学 科 非 常 勤 講 師 甲斐徹郎

 か  い てつろう

 

副会長 学経 日 本 女 子 大 学 家 政 学 部 住 居 学 科 教 授 薬袋
み な い

奈美子
な み こ

 
委員 区議 足 立 区 議 会 議 員 ぬかが和子

か ず こ

 
委員 区議 足 立 区 議 会 議 員 高山

たかやま

のぶゆき 
委員 区議 足 立 区 議 会 議 員 佐々木

さ さ き

まさひこ 
委員 区議 足 立 区 議 会 議 員 さの智恵子

ち え こ

 
委員 区議 足 立 区 議 会 議 員 くじらい実

みのる

 
委員 団体 足 立 区 の 保 存 樹 ・ 樹 林 を 守 る 会 副 会 長 田中

た な か

健
けん

雄
お

 
委員 団体 足 立 区 農 業 委 員 会 会 長 荒堀安

あらほりやす

行
ゆき

 
委員 団体 足 立 区 ま ち づ く り 推 進 委 員 会 委 員 浅香

あ さ か

孝子
た か こ

 
委員 団体 一般社団法人東京都建築士事務所協会足立支部支部会計 横村

よこむら

隆子
た か こ

 
委員 団体 足 立 区 造 園 業 防 災 協 議 会 会 長 浅香

あ さ か

雅和
まさかず

 
委員 団体 特定非営利活動法人ＮＰＯｂｉｒｔｈ事務局長 佐藤

さ と う

留
る

美
み

 
委員 区民 公 募 に よ る 区 民 大澤

おおさわ

輝子
て る こ

 
委員 区民 公 募 に よ る 区 民 高村

たかむら

 哲
さとし

 
委員 区民 公 募 に よ る 区 民 古地

ふ る ち

八重子
や え こ

 

委員 行政 
国 土 交 通 省 国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 
社 会 資 本 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 セ ン タ ー 
緑 化 生 態 研 究 室 主 任 研 究 官 

飯塚
いいづか

康
やす

雄
お

 

委員 行政 東京都都市整備局都市づくり政策部緑地景観課長 米田
よ ね だ

剛
たか

行
ゆき

 
幹事 行政 足 立 区 政 策 経 営 部 長 勝田

か つ た

 実
みのる

 
幹事 行政 足 立 区 地 域 の ち か ら 推 進 部 長 秋生

あ き う

修
しゅう

一郎
いちろう

 

幹事 行政 足 立 区 産 業 経 済 部 長 吉田
よ し だ

厚子
あ つ こ

 
幹事 行政 足 立 区 環 境 部 長 川口

かわぐち

 弘
ひろし

 
幹事 行政 足 立 区 都 市 建 設 部 長 大山

おおやま

日出夫
ひ で お

 
幹事 行政 足 立 区 都 市 建 設 部 道 路 整 備 室 長 土田

つ ち だ

浩
ひろ

己
み

 
幹事 行政 足 立 区 都 市 建 設 部 市 街 地 整 備 室 長 佐々木

さ さ き

 拓
たくむ

 
幹事 行政 足 立 区 都 市 建 設 部 み ど り と 公 園 推 進 室 長 臼倉憲二

うすくらけんじ

 
幹事 行政 足 立 区 都 市 建 設 部 建 築 室 長 成井

な る い

二三男
ふ み お

 
 

別紙１ 
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施策群１－２
緑を育むひとの活動を
広げ、繋ぐ

施策群１－１
『緑の効果』*を認識し、
緑を育むひとを増やす

施策群２－２－１
【⺠有地(一般の宅地など)】
所有者にメリットを
生む緑化の推進

施策群２－２－２
【⺠有樹林地・農地】
地域に愛される緑地と
して保全・活用

施策群２－２－３
【公園】
「魅⼒ある地域の公
園」と「持続可能な
公園運営」を推進
＜ＰＩ推進計画＞

施策群２－２－４
【街路樹】
地域や路線の特性に
応じて、快適な歩⾏
空間を推進

施策群２－２－５
【河川・親水緑道】
緑豊かな⽔辺の利⽤
促進

施策群２－２－６
【その他公共施設】
『緑の効果』*を実感
し易い緑化と維持管
理を推進

第三次⾜⽴区緑の基本計画 計画の構成図（案）

施策群２－１－２
水辺や緑、四季の花々を楽しめ
る「歩きたくなる」まちづくり

＜１ 区全域 ＞

＜緑を育むひとのステップ図＞

⾃ら⾏動し
活動を広げる

ステップ４

まちの緑豊かな
景観形成に携わる

ステップ３

自ら緑を育み、
緑に関する知識を⾼める

ステップ２

緑に興味・関心がない
ステップ０

緑のある環境を好む
ステップ１「緑の効果」*

を認識

柱１ 緑を育むひとづくり 柱２ 緑を実感できるまちづくり

【緑の将来像】水と緑と共に生きるまち あだち 〜識る・護る・活かす・繋ぐ〜

施策群２－１－１
区の主要な緑の位置付け

＊『緑の効果』
環境保全（生物多様性の確保、ヒートアイ
ランド現象の緩和、等）・良好な景観形
成・防災（延焼防止、避難場所、等）・地
域振興（コミュニティ形成、等）などの
様々な効果

し まも い つな

＜２ 対象別 ＞

別紙２
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第三次⾜⽴区緑の基本計画 計画の体系（案）
課題と方向性 緑の

将来像

水
と
緑
と
共
に
生
き
る
ま
ち
あ
だ
ち

識
る
・
護
る
・
活
か
す
・
繋
ぐ

ひ
と

く
ら
し

ま
ち

行
財
政

計画の構成４つの
視点

普及啓発、⼈材育成、区⺠連携

■育成した人材が活躍で
きる場が少ない

■多様にある普及啓発事
業の⽬的が不明瞭

経験によりステップ
アップできる仕組み
や交流の場づくり

緑ある環境や暮らし
への共感の醸成

■活動団体構成員の固定
化・高齢化 楽しく、気軽に活動

に参加できる機会の
創出

■活動団体同士や、各団
体と地域の交流の機
会がない

⺠有地の緑（宅地、農地）

公有地の緑（公園、道路、河川・⽔路、
公共施設）

■収益性、相続税負担等
を背景に、農地が30
年前の約1/4に減少

■一定規模以上の建物に条
例で緑地創出を義務付
けているが、完了書の
提出が約５割

■所有者の負担（維持管
理、税等）が⼤きく、
約4ha（H21-29）の
樹林地が消失

■魅⼒に乏しい街路景観

規模に応じた多様な
緑化施策の検討

法制度の活⽤、様々
な主体の連携による
保全支援

■区全体で公園は充足し
ているが、地域によ
り配置に偏りがある

■区⺠は、個⼈での活動
（家の前での花植え
や落ち葉清掃など）
を希望

地域・⺠間連携によ
る農地の保全と活用

■過去に策定した河川・
⽔路の計画が現状に
合わず凍結している

■公共施設の緑化が利⽤
者に実感できない

緑の効果を活かした
公園配置と既存の公
園の再生・活性化

街路や親⽔歩道を
「歩きたくなる道」
として管理・活⽤

公共施設の緑地の魅
⼒向上

■落葉や⾍など、緑に関
する苦情が多い

柱２ 緑を実感できるまちづくり

柱１ 緑を育むひとづくり

別紙３

施策群 施策の展開 ⽬標・指標例（検討中）

1－1 『緑の効果』*を認識し、緑
を育むひとを増やす

• 緑に興味・関心が無い人や、緑にマイナスイ
メージがある人に、緑を好きになってもらう

• 幼少期に『緑の効果』*を認識する機会をつく
る

• （ステップ０の人向け）イベント
等参加者数

• 子供向け緑関連講座参加者数

1－2 緑を育むひとの活動を広げ、
繋ぐ

• 緑との関わり方を段階的に設定し、柔軟にス
テップアップできるような仕組みづくりをする

• 活躍の場、交流の場を設定する
• 緑関連活動団体数
• 交流の場参加者数

１ 区全域
施策群 施策の展開 ⽬標・指標例（検討中）

2-
1-1区の主要な緑の位置付け

• 区全域で『緑の効果』*が実感できるよう、骨
格となる緑の位置付けと方針づくり

• 住⺠１⼈あたりの公園の割合
• エリア毎の公園率

2-
1-2

水辺や緑、四季の花々を楽しめ
る「歩きたくなる」まちづくり

• 区全域を対象として水辺や緑、四季の花々を楽
しめるウォーキングルートを設定し、アピール
する

• 緑道や遊歩道の樹木本数・種類数

２ 対象別
施策群 施策の展開 ⽬標・指標例（検討中）

2-
2-1

【⺠有地（⼀般の宅地など）】
土地所有者にメリットを生む緑
化の推進

• 新規建築・開発時にまちの魅⼒となる緑化を誘
導

• 小さな緑化を推奨し、繋げていく
• “確実な“緑化の推進（緑化地域制度など）

• 優良緑化事例数
• 緑化工事助成件数
• ビューティフル・ガーデン認定件
数

2-
2-2

【⺠有樹林地・農地】
地域に愛される緑地としての保
全・活用

• まちのシンボルとなる⼤きな樹⽊・樹林を地域
で守り育てる仕組みづくり

• 企業や学校等、多様な主体が関わり農地を活用
する

• 保存樹⽊・樹林指定件数
• 生産緑地面積
• 多様な主体が関わる企画参加者数

2-
2-3

【公園】
「魅⼒ある地域の公園」と「持
続可能な公園運営」の推進

• 目的に合わせて選べる公園の配置と整備の方針
• 計画的で効率的な公園改修
• 安全・安⼼で公園の特徴を活かす管理・運営
• 公園利⽤のきっかけづくり

• ＰＩ工事実施公園数
• 「よく⾏くまたは⾏きたい公園が
ある」人の割合

2-
2-4

【街路樹】
地域や路線の特性に応じて、快
適な歩⾏空間を推進

• 地域や路線の特性に応じた街路樹の計画・指針
作成

• 緑陰や四季が感じられる歩⾏空間の形成
• 樹⽊を⼤きく育てる路線の緑陰
率・緑視率

2-
2-5

【河川・親水緑道】
緑豊かな⽔辺の利⽤促進

• ⽔辺と緑の魅⼒に触れるきっかけづくり
• 水辺の回遊を促進させる仕組みづくり

• ⽔辺の利⽤促進イベント等参加者
数

2-
2-6

【その他公共施設】
『緑の効果』*を実感し易い緑
化と維持管理を推進

• 公共施設の新設や改修の際に、学校や公共住宅
など各施設の特性に合わせ効果的な緑化を推進

• 既存施設の緑地の保全と魅⼒的な緑となる維持
管理を推進

• 新設・改修時の優良緑化事例数

し

ま
も

い

つ
な

〜

〜

※▲は現時点で未設定・未集計のもの18
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 感震ブレーカー設置助成制度の見直しについて 

所管部課名 建築室建築安全課 

内   容 

木造住宅密集地域で感震ブレーカーの設置を推進するため、助成制度の条

件緩和等見直し案について、以下のとおり報告する。 

 

１ 助成実績 

  平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

分電盤型 43件 84件 54件 30件 

簡易型 － －  1件  5件 

 

２ 区民意見 

  千住西地区で町会・自治会連合会や町会の役員会等で意見交換を行った

結果、以下のとおり意見や要望があった。 

・ 木造住宅が密集しており、感震ブレーカーは必要である。 

・ 建物の構造・階数や特例世帯の対象年齢等条件を緩和してほしい。 

・ 登記簿謄本や住民票などの必要書類や手続きを簡素化してほしい。 

・ 施工者がいない。町会で取り付けられるようにしてほしい。 

 

３ 区民意見を踏まえた制度見直し 

（１）対象区域等 

 
 
 
 
 
 

 
現 状 見直し 

対象区域 
特定地域 

（木造住宅密集地域） 
変更なし 

対象建物 
旧耐震及び木造2階以下の住
宅 

住宅 

対 象 者 居住者 居住者・所有者 

特例世帯 

70歳以上の単身世帯 
65歳以上 

75歳以上のみの世帯 

要介護者、障がい者、 
非課税者 

変更なし 
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（２）必要書類 

 

（３）設置の担い手・助成金 

 

４ 施行予定日 

  令和元年１０月１日 

 
 

 
現 状 見直し 

住 民 票 世帯全員 
｢承諾書｣により区で確認 

提出不要 

保険証等 
特例世帯確認のため、 

「保険証」等の写し提出 
変更なし 

登記事項証
明等 

登記事項証明、又は 

納税通知書を提出 
提出不要 

 現 状 見直し 

担い手と 

助成金 

[既存制度] 

簡易型は、足立区登録木造

住宅耐震改修工事施工者 

 簡易型は、区内業者、シル

バー人材センター等による取

付けを検討 

一般 

分電 
盤型 

2/3 上限5万円 

変更なし 
簡易型 2/3 上限8千円 

特例 

分電 
盤型 

10割 
上限8万円 

簡易型 
10割 

上限1.3万円 

担い手と 

助成金 

【新規制度】

― 

防災まちづくりに取り組み、

感震ブレーカー設置に積極的

な町会・自治会が対象 

既存制度の条件等によら

ず、町会等が町会等加入者を

対象に取りまとめ、簡易型を

購入し設置した町会等に助成 

千住西地区で2～3のモデル

町会を選定予定 

― 

購入
費用 

簡易型 

10割 上限9千円 

設置
費用 

一律2千円 

問 題 点 

今後の方針 
関係各課との調整を行い、各種助成制度活用による改善を進める。 
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 区営住宅使用料滞納処理対策の進捗状況について 

所管部課名 建築室住宅課 

内   容 

第７回足立区債権等処理判定委員会を開催し、債権放棄について審議し

たので、以下のとおり報告する。 

１ 開催日 

  令和元年５月１６日（木） 

２ 審議内容 

案件２件（使用者死亡２） 

 債権放棄額 概要 

案件1 共益費   2,000円 H24.9.30 退去 

H25.7.18 使用者死亡 

H30.8.10 連帯保証人より時効援用 

申立書が提出 

案件2 住宅使用料 31,200円 H24.2.20 使用者死亡 
※連帯保証人は不存在 

３ 審議結果 

 審議結果 理由 

案件1 債権放棄が妥当である 

 

 

消滅時効が成立しており、連帯保

証人より消滅時効を援用する意思を

確認している。 

案件2 債権放棄が妥当である 

 

 

消滅時効が成立しており、債務者

はすでに死亡しているため、債権回

収は困難である。 

４ 区営住宅（コミュニティ住宅等含む）使用料滞納額の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月     月      月      月     月     月     月        月      月      月     月      月      月       月     月 

H29 H30 H31 
1,000万円

2,000万円

3,000万円

4,000万円

5,000万円

2 4 6 8 10 12 2 5 8 12 2 5 10 3 7

滞納額

1,263万円

H28 R1 
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５ 滞納者の状況（令和元年６月調定分まで） 令和元年７月３１日時点 

 種別 件数 滞納金額（千円） 

ア 分納に至らない者（未払い） 13 508 

 
3か月未満  13 508 

3か月以上 0 0 

イ 分納誓約者 17 10,922 

 

誓 
約 
書 

定期履行 14 5,966 

不定期履行 0 0 
裁 
判 
和 
解 

定期履行 3 4,956 

不定期履行 0 0 

ウ 裁判対応終了者 0 0 

エ 使用者死亡 3 1,200 

合計 33 12,630 

６ 今後の予定 

年  月 内  容 

令和元年9月 

（第3回定例会） 

案件1、案件2について、他の債権放棄案件と

一括して報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

問 題 点 

今後の方針 

滞納者等に対しては、債権等処理判定委員会に諮問し、滞納整理を進めて

いく。 
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建 設 委 員 会 報 告 資 料 

令和元年８月２２日 

件   名 新田地域における区営住宅建替えについて 

所管部課名 建築室住宅課 区営住宅更新担当課 

内   容 

新田地域における区営住宅の集約建替え基本計画（案）及び今後の予定に

ついて、以下のとおり報告する。 

１ 基本計画（案）の概要 

（１）敷地 

ア 新田三丁目アパート敷地を集約建替え建設敷地とする。 

イ 敷地北側にある広場（旧新田三丁目プチテラス、400㎡）を含め、

敷地面積2,200㎡を確保する。 

（２）住棟配置 

敷地が南北に長いため、日影規制を遵守しつつ、必要住戸の確保及び

駐輪場等の施設を配置するために、住棟は東側道路に対して平行に配置

する。 

 

 

【集約建替え建設敷地】 

新田三丁目アパート 

敷地面積：2,200㎡ 

管理戸数：20戸 

※新田二丁目アパートと新田三丁目アパートを集約し、新田三丁目アパートに建設する。 

新田二丁目アパート 

敷地面積：4,900㎡ 

管理戸数：38戸 

N 
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（３）構造・階数 

住棟は鉄筋コンクリート造、６階建てとする。 

（４）住戸 

戻り入居の世帯人員構成を考慮した住戸配分とする。 

 1DK 2DK 3DK 合計 

戸数 18戸 24戸 12戸 54戸※ 

※足立区区営住宅等長寿命化計画において、集約建替えでは、第1期

集約建替え（中央本町四丁目アパート）前の管理戸数６０３戸を維

持する方針としている。そのため、従前戸数５８戸から中央本町四

丁目アパートの余剰住戸数（３１戸）の一部を減じている。 

２ 今後の予定 

（１）令和元年度の予定 

上記基本計画（案）をもとに、居住者等の意見・要望等を把握しなが

ら、基本計画をまとめていく。 

年 月 内 容 

令和元年 9月 
居住者情報交換会 

新田二丁目アパートへの仮移転完了 

12月 新田建替え基本計画のまとめ 

   ※「集約建替えニュースNo.２」８月発行済み 

（別紙参照 Ｐ２６～２７） 

（２）令和２年度以降の予定 

年 月 内 容 

令和2～3年度 新田三丁目アパート解体・新築工事設計 

令和3年度 新田三丁目アパート解体工事 

令和4～5年度 (仮称)新田三丁目アパート新築工事 

令和6年4月以降 本移転、戻り入居 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

居住者情報交換会の開催や集約建替えニュースの発行等、丁寧な居住者等

への対応を継続していく。 
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